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　Despite the Covid-19 pandemic, Japanese universities have maintained their educational functions by introducing online education. 

How were the online classes conducted, what are the effectiveness and challenges, and how will this experience affect the future? A 

questionnaire survey was administered to 3,000 university faculty members nationwide to understand the prevailing questions.

　The results revealed the following. First, many faculty members tried their best to conduct online classes during the Covid-19 

pandemic even though they were unfamiliar with the process. Second, although evaluation depended on and differed because of the 

varying experiences related to distance learning and the efforts expended, the evaluation thereof from the perspective of university faculty 

was not necessarily low. Third, the experience of distance learning provided opportunities to reaffirm the importance of structuring and 

systematizing lessons.
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１．はじめに

１．１　問題の所在

コロナ禍に直面した日本の大学は，遠隔教育の導入

によって教育機能を維持した。しかしその実態はどう

であったのか，またそれは将来に何を意味するのかは

まだ明らかになっていない。本研究は全国の大学教員

３千人に対する質問紙調査を通じてその一端を明らか

にしようとするものである。

１．２　先行研究の検討

　そもそもなぜ大学教育のあり方について教員調査か

ら検討するのか。それは，授業のあり方，大学生の学

習状況を大きく規定しているのは教員がどのように考

え，行動するかであるためである。たとえば大学生の

授業外学修時間が短いことが高等教育政策の文脈でも
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課題視されてきたが，教員がそもそも授業外学修時間

を十分に想定していないことがその主な要因であると

指摘されている（谷村 2010）。学長へのアンケートを
まとめた河合塾（2018）は学士課程教育の課題につい
て調べたが，科目の内容が各教員の裁量に依存し，教

員間の連携が十分でないこと，授業科目が細分化さ

れ，開設科目数が多いこと，教育改善に関するPDCA
サイクルが確立されていないことの３点がとりわけ大

きな課題であることを指摘している。いずれも学生側

の問題ではなく，教員側，組織側の課題だと考えられ

る。教員については様々な実証研究もある（有本 
2020等）。たとえば，浦田（2013）は教員が担当する
授業のコマ数が増えるにしたがって，授業準備時間が

短くなっていることを指摘している。授業準備時間が

短ければ，学生に課題を課してそれにコメントを付し

て返すことや，効果的なアクティブラーニングの授業

の準備などにも限界があり，これまで日本の大学教育

の課題とされてきた問題の根源の一つとしては教員の

コマ数の多さにあると言われている（金子2013）。ま
た，教員の授業に対する考え方（授業観）もそれらに

影響を及ぼしていると指摘したのは小方（2011，
2014）である。授業は教員の所有物という考え方の
「自営モデル」と授業やカリキュラムは組織のもので

あると考える「組織モデル」という二つの理念系を示

すことで１），日本の大学教員の授業観の特徴を明らか

にしている。

　コロナ禍の大学教育の実態については，学生側に調

査をした結果が既に多数，報告されている。全国規模

での代表的な調査は文部科学省（2021）によるもので
ある。2021年３月５日～27日に学生約 3000名（有効
回答者1744名）対象に行った調査で，2020年度後期
の59.6%が全体の８割以上がオンライン授業であった
こと，回答者の56.9%が満足，20.6％が不満と全体で
見れば満足に関した学生が多かったことがわかった。

また，オンライン授業の良かった点として，自分の選

んだ場所で授業を受けられることや，自分のペースで

学修できることが多く回答された一方で，悪かった点

として，友人と受けられない，レポート等の課題が多

い，質問等双方向のやりとりの機会が少ない，対面授

業より理解しにくいなどが明らかにされている。

　個別大学・学部・授業レベルの実践やその検証結果

は既に数多く紹介されつつある。たとえば，朝日新聞・

河合塾による「ひらく日本の大学」では機関レベルで

の実態が明らかにされている（朝日新聞社・河合塾

2020，2021）。2021年９月21日に国立情報学研究の

CiNii 論文検索をしたところ，「コロナ＋オンライン授
業＋大学」で251件，「コロナ＋遠隔授業＋大学」で220
件ヒットした。多くはコロナ禍での授業実践報告や，

各大学で実施された学生アンケートの結果，各大学で

どのような遠隔授業や研修等の支援が行われたのか，

といった内容である。誰も経験したことがない非常事

態の中，各大学で様々な工夫と努力が真摯に行われた

貴重な記録ともいえる。また，いくつかの教育雑誌で

も関連する特集が多数，組まれている。一例をあげれ

ば，『IDE現代の高等教育』623号（2020年８-９月号）
では「経験してみた遠隔授業」，『日本の科学者』56⑻
（2021年８月号）で「コロナウイルス禍での大学教育」，
『大学教育と情報』2021年度No.１（通巻174号）（2021
年６月）で「対面と遠隔（オンライン）を組み合せた

ハイブリッド型授業の進展と教育改革」について特集

が組まれている。これらの論稿を読み比べたところの

感触として，コロナウイルスの感染状況の地域差，学

問分野の違い，学生の特性（学年，大学の難易度）な

どによって，その実態は異なることなどが示唆される。

CiNiiにはヒットされないが，かなり多くの大学で自大
学の学生や教員に対する緊急アンケートが実施されて

いる。大学のウェブサイト内に結果が公開されている

ものもあれば２），学内構成員のみにしか結果が公表さ

れていないものも含めて，かなりの数の調査が短期間

に実施されている。これらの研究群を，網羅的に収集

したうえで，それらをメタ分析する研究はいずれ実施

されるべき重要な研究課題であると考えるが，ここで

はこれ以上は深く立ち入らないことにする。

本稿で検討するのは教員から見たコロナ禍の授業で

ある。そのため，改めて，教員というキーワードを含

めて，CiNiiで論文検索を行った。「コロナ＋オンライ
ン授業＋大学＋教員」で33件，「コロナ＋遠隔授業＋
大学＋教員」で48件ヒットした。ここでヒットしたも
の以外も含めて，教員調査をもとに検討したものとし

て，蒲生（2021），間淵他（2021），山田（2020），西
垣（2021），鈴木他（2021）などがある。蒲生（2021）
は2020年12月末にFacebook の大学教員グループや知
り合いの教員を対象に全国教員調査を実施し，265名
が回答している。同時配信型，VOD型，教材提示型，
その他と遠隔授業のタイプを分類し，同時配信型，

VOD型では対面授業との比較で肯定・否定の意見が
拮抗しているのに対して，教材提示型では否定的な意

見が多い傾向を明らかにしている。回答教員の９割以

上がオンライン授業に適応し，７割を超える教員がコ

ロナ収束後も活用したい傾向があることも示している
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が，コロナ禍以前のオンラインツールの経験の差の違

いは必ずしも考慮されていない。間渕他（2021）は神
戸親和女子大学で2020年10月に教員123名（70.7％の
回収率）に実施したアンケートをもとに検討してい

る。全体として大きな問題なく授業が実施できたこ

と，課題や資料の提示がスムーズだった，フィード

バックがしやすいなどのメリットがみられた一方で，

非同期型遠隔授業を行っていたことからコミュニケー

ションの課題があったことなどを明らかにしている。

山田（2020）は京都大学で2020年７月末から８月上
旬にかけて1182名（66.6％の回収率）で実施したアン
ケートをシンポジウムで報告した記録である。６割が

同時双方向型，４人に１人がオンデマンド型で行った

こと，４割の教員が毎週課題を出したことや，８割強

の教員が効果を実感していることなどが明らかにされ

ている。鈴木他（2021）は，桜美林大学大学院大学ア
ドミニストレーション研究科の在学生，修了生，教職

員のうち，大学教職員130名が回答し，どのような遠
隔授業が行われたのかを調査結果をまとめている。西

垣（2021）は大阪市立大学で2020年９月に教員にア
ンケートを実施し，43名の回答を分析している。かな
り少数の教員しか回答をしていないためか，授業は対

面で行うべきという声が多い結果であった。また，コ

ロナ禍後は大学教員の役割が多様化する可能性を指摘

する研究もある（佐藤 2020）。いくつかの教員調査は
行われているものの，少なくとも機関属性，個人属性，

とりわけこれまでの遠隔授業の経験の違いなどを踏ま

えた詳細な議論はまだ行われていない。また，それぞ

れの教育現場において現状を把握することを主目的と

した調査が多く，コロナ禍の経験が教員にどのような

インパクトを与えたのか，といった視点での議論につ

いてはまだ十分になされていないといえよう。

１．３　データ・方法・分析課題

以上の検討をふまえ，本稿では，以下の３つの研究

課題を明らかにする。第一に，教員から見たコロナ禍

での授業の実態を明らかにする（第２節）。第二に，

遠隔授業に対する評価について機関属性，個人属性に

よる違いを明らかにする（第３節）。第三に，コロナ

禍の経験が与えたインパクトや中長期的な影響につい

て検討する（第４節）。以上をふまえて，コロナ禍後

の大学教育が単にコロナ禍以前へ復帰するのか，ある

いはこの経験を活かして新しい大学教育を作ることが

可能なのか，議論する土台としたい。

上述の問いを明らかにするために，東京大学大学経

営・政策研究センターが，全国2426学部の専任教員
7278名を対象に，2020年12月から2021年２月上旬に
かけて実施した調査を用いる。回答者は2996票（回答
率41.2％）で，設置形態別には国立605票（53.1％），
公立287票（49.8％），私立2104票（37.8％）であった。
学部事務室に３セットずつの調査票を郵送し，学部あ

たり教員３名への協力を依頼した。回答方法は郵送法

とWEBを併用し，回答方法別は，郵送回答1271票，
WEB回答1725票であった。調査の詳細は同センター
のウェブサイト３），及び調査報告書（金子2021）を参
照されたい。（両角亜希子）

２．コロナ禍における大学の授業

　本節では，コロナ禍に直面した2020年度の我が国の
大学において，授業がどのように展開されたのか，特

にオンライン授業の実施についてコロナ禍前どのよう

に変化したのか，さらにオンライン授業において，対

面授業と同等の効果を確保するためにどのような工夫

が行われたのかについて，教員調査の結果をもとに検

討する。

２．１　コロナ禍における授業形態

⑴　2020年度後期の授業形態
　全国に緊急事態宣言が発出された2020年度４～５
月は，ほぼ全ての大学がオンライン授業の実施，ない

し実質的な休校を余儀なくされた。しかし５月末に宣

言が一旦解除された後は，７～８月に大都市圏を中心

に感染の再拡大（第２波）が生じたものの，後期の授

業開始にあたり文部科学省が各大学における対面授業

の実施予定割合を調査したこと，さらには対面授業の

割合が５割未満の大学名を公表する方針を示したこと

などにより，対面授業をできる限り再開することが社

会的にも政策的にも要請されていた。そうした状況下

にあって，本調査の実施時期に当たる2020年度後期の
授業は，実際のところどのように行われていたのかを

確認しておこう。

　教員調査では，回答者である各教員の担当授業科目

について「講義」，「演習・ゼミ・論文指導」，「実験・

実習」の区分ごとに，「対面」，「オンライン」のいず

れの方法で実施したか（該当するコマ数）を尋ねた。

その回答を基に授業の実施形態を類型化すると（図２

－１），「遠隔授業のみ」実施したとする教員は23％に
すぎず，教員の約3/4は少なくとも１コマ以上の対面
授業を実施していたことになる。「対面のみ」，「講義
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の対面実施あり」をあわせると約50％となり，やはり
2020年度後期の授業では対面授業の復活に尽力した
大学も少なくない４）。

　ただし，個々の学生の側から見れば，演習や実習等

に比べて講義科目のほうが履修すべき科目数が多く，

多数の学生が同じ科目を履修する。したがって履修科

目に占めるオンライン授業の割合はそれよりずっと高

くなる。文科省が実施した学生調査の結果では，2020
年度後期において，オンライン授業は半分以下だった

と回答した学生は２割程度に過ぎず，６割の学生が

「オンラインがほとんど・全てだった」とことが明ら

かになっている５）。図２－１においても「講義は遠隔

のみ」，すなわち受講人数の多い講義科目はオンライ

ンで実施し，一部の演習・実習科目のみ対面で実施し

たとする教員も25％を占めている。「①オンラインの
み」と「②講義はオンラインのみ」を合わせた50％程
度の教員が，オンライン主体で授業を実施したとみな

してよいだろう。

⑵　オンライン授業実施の規定要因

　オンライン授業の実施状況に大学や教員による差異

があるのかを確かめるため，大学の所在地，規模，選

抜性（入学難易度），専門分野などの所属機関の属性，

ならびに，教員の年齢（職階），担当授業科目の種類

などを説明変数とするロジスティック回帰分析を行

なった。ここでは先ほどの授業実施形態の類型のう

ち，「①オンラインのみ」および「①＋②オンライン

主体」の２パターンを従属変数とする分析を行なっ

た。結果は表２－１に示す通りである。

　講義のみを担当する教員は「オンラインのみ」の確

率が高く，反対に演習・実習のみを担当する教員は

「オンライン主体」の確率が低い（＝対面授業を実施

している）となっているものの，その他の説明変数に

ついては「オンラインのみ」，「オンライン主体」の間

で，顕著な違いは見られないので，まとめて説明して

いこう。

　「所在地」（大都市圏＋），「大学規模」（大規模＋），「選

抜性」（入学難易度高＋），「専攻分野」（保健－）など

機関属性の多くが統計的に有意となる一方，教員の年

齢のような個人属性は無関係との結果を得た６）。授業

をオンラインで実施するか否か（対面授業の実施の可

否）は，個々の教員の判断ではなく，大学や学部など

組織の方針として決定されていたということになる。

　表２－１の結果は，大都市圏の大規模・有名大学の

文系学部において，「オンラインのみ」ないし「オン

ライン主体」で授業を実施した教員が多いことを意味

している７）。すなわちそうした大学の学生は，オンラ

イン授業の受講割合が全国平均よりもさらに高いこと

になる。都市部の大規模大学の学生は，全学生に占め

る割合が高く，知名度の高さゆえにマスコミ等で取り

上げられる機会も多い。コロナ禍によって大学生の大

半がオンライン授業ばかりになったとのイメージが強

い背景には，こうした事情があるものとみられる。

２．２　オンライン授業の具体的方法

　オンライン授業は具体的にどのような手段を用いて

実施されたのか。教員調査では図２－２に示す９つの

手段（ツール）について，「よく使う」，「時々使う」，「使

わない」の３件法で尋ねた。図２－２の上側には主と

してLMSの利用に関連する項目，下側にはウェブ（動
画配信やオンライン会議システム）の利用に関連する

項目をまとめて，それぞれ利用率の高い順に並べてあ

る。

　なお，「ウェブによる授業の配信」には，事前に作

成した動画等をオンデマンド型で配信する方法ならび

にZoom等のオンライン会議システムやYouTube等の
ストリーミング機能を利用してリアルタイムで授業を

配信する方法の双方があり得るが，本調査では「ウェ

ブによる授業の配信」がどちらの方法でなされたもの

であるかを判別できない。そのため，チャット機能を

用いた授業中の質問，学生の顔の表示，ブレークアウ

ト機能などオンラインミーティングソフト固有の機能

を「よく使う」，「時々使う」と回答したにもかかわら

ず，ウェブによる授業配信を「使わない」とした者が

図２－１　2020年度後期の授業実施形態
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表２－１　授業のオンライン実施の規定要因

従属変数
①=1, その他=0
オンラインのみ

①, ②=1, その他＝0
オンライン主体

所在地** 大都市圏 .822 ** .743 **

その他（基準） -
設置者 国立（基準） - -

公立 -.085 .243
私立 -.247 + -.230 +

大学規模* 1000人未満 -.139 -.279 *

1000～3000人未満（基準） - -
3000～8000人未満 .272 + .369 **

8000人以上 .362 * .506 **

選抜性** 低（～45） -.209 -.402 *

中（46～55）（基準）
高（56～） .489 ** .240 *

専門分野** 人文社会系（基準） - -
理工系 -.754 ** -.151
保健系 -1.390 ** -.673 **

その他 -.188 .132
教員の年齢 20・30 歳代 -.199 .118

40歳代（基準） - -
50歳代 -.117 -.091
60歳代以上 -.029 -.025

担当授業** 講義のみ 1.580 ** -.188
講義＋演習等（基準） -
演習・実習のみ -.214 -1.803 **

コロナ禍前 Web，LMSともよく使った .437 ** .281 *
Web，LMSとも時々使った -.059 .174
どちらか一方を使った .030 .061
使わなかった（基準） - -
定数 -1.661 ** -.315

モデルカイ２乗 357.142 ** 370.736 **

Cox-Snell擬似決定係数 .124 .130
 　　** p<.01, * p<.05, + p<.10

図２－２　オンライン授業の実施形態（％）



442 東京大学大学院教育学研究科紀要　第  61  巻　2021

一部に見られた。こうしたケースについては，リアル

タイム型の授業配信を実施したものとみなし，それら

機能の利用頻度に応じて「ウェブによる授業の配信」

を再集計した値を図２－２には提示した８）。

　さて，LMSへの教材の提示，ウェブによる授業の
配信（再集計後）は，どちらも９割以上が「よく使う」

または「時々使う」と回答しており，ほぼ全ての教員

が，LMSでの教材の提示とウェブでの授業配信を組
み合わせて，あるいは，授業の内容や受講人数に応じ

て両者を使い分けながら，オンライン授業を実施した

ことになる。ただし，「よく使う」の割合のみに着目

すれば，LMSを用いた各種の手段の方がウェブに比
べてやや優勢である。特に「授業ごとの課題，小テス

ト」について「よく使う」の比率が67％とかなり高く，
課題提出型と称される授業形態，すなわち資料や教材

を読んで，課題の提出や小テストで理解度を確認する

タイプの授業が一定割合を占めていたものと見られ

る。「メール・LMSを通じた授業後の質問」を「よく
使う」の率（51%）が，「課題の提出・小テスト」の
それ（67％）より低いことと合わせると，課題提出を
求めるだけで十分なフィードバックのない授業も少な

からず存在したようである。こうしたタイプのオンラ

イン授業は学生からの評判がよくないことは明らかだ

ろう。

２．３　コロナ禍前後の比較

⑴　ウェブ，LMSの利用状況の変化
　多数の大学でオンライン授業の実施を余儀なくされ

た2020年度においては，LMS，ウェブともに９割以
上の教員がそれらを利用した。もちろん中には以前か

らこれらのツールを利用していた教員もいるだろう。

教員調査では「コロナ禍の前に授業でウェブやLMS
を利用していたか」を尋ねているので，コロナ禍前後

を比較しておこう。

　ウェブについては，コロナ禍前に「よく使っていた」

者は20％，「ある程度使っていた」21％を合わせても
４割程度の利用率であった。すなわち，約半数の教員

がコロナ禍の影響によって初めて授業にウェブを導入

したことになる。LMSについては，「よく使っていた」
28％，「ある程度使っていた」32％であったから，コ
ロナ禍前から約６割の教員が何らかの利用をしてお

り，元々ある程度，普及していたことが分かる。それ

でも約３割の教員はコロナ禍によって初めてLMSを
利用するようになったのである。また，以前から多少

利用していたとしても，その頻度が急に増えた者も少

なくない。そうした教員が，短期間のうちに授業のオ

ンライン化に対応することには，大きな困難が伴った

に違いない。

⑵　ウェブ，LMS利用の規定要因の変化
　それでは，コロナ禍の前後において授業にウェブや

LMSを利用する教員の属性等に変化はあったのか。
「よく使う」＝2，「時々使う」＝１，「使わない」＝0
と各回答者の利用頻度を点数化し，これらを従属変数

とした重回帰分析を行うことによって，ウェブ，LMS
の利用頻度の規定要因の変化を検討した。

結果は表２－２に示す。「所在地」（ウェブのみ大都

市圏で＋），「大学規模」（LMSのみ1000人未満で－），
「教員の年齢」（60歳台以上で－）などコロナ禍前後で
不変の要因も見られたが，全般的にコロナ禍前は有意

になる変数が少なく，係数の値も小さく規定力が弱

い。一方，コロナ禍後（調査時点）では上記の変数に

加えて，ウェブ，LMSともに「選抜性」（入学難易度高
で＋），「専攻分野」（保健関係で－），またLMSでは「大
学規模」（大規模大学で＋）が統計的に有意となってい

る。かつては一部の教員によって使われるのみであっ

たが，授業のオンライン化を余儀なくされたことに

よって，オンライン環境に対応可能なリソースの大学

間での格差が利用頻度の差として現れたものと見られ

る。

２．４　オンライン授業の効果を高める工夫

　LMSへの教材等の掲示，ウェブによる授業配信の
利用率が高いのは，それらがオンライン授業を成立さ

せる上で必須のツールだからであろう。むしろ重要な

のは，対面授業と同等の効果を確保するために，ウェ

ブやLMSを使ってどのような授業実施上の工夫が行
われたのかということにある。

⑴　授業の工夫の類型化

　図２－２に示した各項目は，そうした授業実施上の

工夫として，以下の３つの要素に対応している。

　１点目は，教員・学生間のやりとりの機会をいかに

して確保するかという点で，「メール・LMSを用いた
授業後の質問」，「チャット機能を用いた授業中の質

問」が該当する。２点目は，「授業ごとの課題，小テ

スト」，「LMS等を使った出席の確認」など，学生の
学習への取り組みや進捗状況を直接的に統制するため

の手段である。さらに３点目として，「ブレークアウ

ト機能を用いた授業中のグループワーク」，「顔を表示
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させて反応を確認」，「オンラインでの直接指導」と

いった授業の双方向性と臨場感を確保するための工夫

がある。特に３点目については，オンライン会議ソフ

ト固有の各種ツールの利用スキルが求められる。こう

した枠組みのもと，再び図２－２を解釈しておこう。

　メール・LMSによる質問は９割超の教員が利用し
ていると回答しており，教員・学生間のやりとりの機

会はオンライン授業でも確保されていた。チャット機

能を使った授業中の質問も約７割の利用率であるが，

メール・LMSよりは少ない。これはリアルタイムで
の授業配信が，オンデマンド型に比べて少ないことに

よるかも知れない。

　一方，ブレークアウト機能によるグループワーク，

学生の顔を表示させて反応を確認など，授業の双方向

性と臨場感を高めるツールの利用率はあまり高くな

い。通信容量の制約等からリアルタイム型の動画配信

が大学によって制限されている，学生のプライバシー

への配慮から顔の表示を強制できないといった事情も

あるものの，近年の学生の学修行動調査の結果等を見

ると，授業中のグループワークの経験率は上昇してお

り，教員側から見た利用率との違いがあるとはいえ，

「よく使う」が２割未満というのはかなり少ない９）。

オンライン環境下で双方向型授業を行うことも技術的

には可能であっても，それを使いこなせる教員が未だ

多くないことが示唆される。

　授業ごとの課題・小テスト，出席の確認など学習の

直接的な統制については，「よく使う」がそれぞれ

67％，54％であり，他のツールに比べて利用頻度は高
い。急遽，授業のオンライン化が求められたことで，

比較的準備が容易と思われるいわゆる課題提出型の授

業が増えたことがその背景として想定されるが，これ

らは必ずしもオンライン授業に特有の工夫というわけ

表２－２　コロナ禍前後でのウェブ，LMS利用の規定要因
2020年度後期 コロナ禍以前

webによる授業
の配信

教材，資料の
LMSへの提示 ウェブ LMS

（定数） 1.531 ** 1.575 ** .503 ** .928 **

所在地 感染拡大地域 .069 ** .076 ** .092 ** .017
その他（基準）

設置者 国立（基準）

公立 .054 .058 .071 -.167 *

私立 .024 .017 .085 + .059
大学規模 1000人未満 -.055 -.124 ** -.060 -.245 **

1000～3000人未満（基準）
3000～8000人未満 -.009 .057 * .090 * -.049
8000人以上 .040 .077 * .070 .000

選抜性 低（～45） -.063 -.079 + -.024 -.107 +
中（46～55）（基準）
高（56～） .077 ** .070 ** .008 .064 +

専攻分野 人文社会系（基準）

理工系 -.051 + .004 .010 .039
保健系 -.084 ** -.097 ** -.050 -.086 *

その他 -.082 -.094 .065 -.072
教員の年齢 20・30 歳代 -.020 .023 .072 .056

40歳代（基準）
50歳代 -.019 -.042 + -.050 -.010
60歳代以上 -.064 + -.104 ** -.113 * -.077 +

担当授業 講義のみ .007 -.028 .034 -.092 +
講義＋演習等（基準）

演習・実習のみ -.090 + -.055 -.028 -.095
コロナ禍前 よく使っていた .239 ** .307 **

ある程度使っていた .013 .119 **

使っていない

調整済み決定係数 .049 .112 .012 .028
　　** p<.01, * p<.05, + p<.10
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ではない。

⑵　大学・教員によるオンライン授業の違い

　こうしたオンライン授業における実施上の工夫（各

種ツールの利用頻度）は，大学の機関特性，専門分野，

さらには教員個人の属性によって異なるのか。各項目

の利用頻度を「よく使う」＝2，「時々使う」＝１，「使
わない」＝0と点数化した従属変数に対する重回帰分
析を行うことによって，利用頻度に影響を及ぼす要因

を探索した。結果は表２－３に示す。

すでに述べたようにオンライン授業においても教

員・学生間のやりとりの機会はある程度確保されてい

た。「メール・LMSによる授業後の質問」，「チャット
機能を用いた授業中の質問」ともに多くの教員が利用

していることもあり，感染拡大地域に該当する大都市

圏で（＋）となること，チャット機能のみ保健関係で

（－）となること，60歳以上の教員で（－）となるこ
と以外に明瞭な影響は確認されなかった。大学規模や

選抜性などの機関属性は影響していない。なお，コロ

ナ禍以前からウェブ，LMSを利用していたか否かが
強い影響を及ぼしているが，この点については他の授

業実施上の工夫と共通の結果なので後でまとめて述べ

ることにする。

　学習の直接的統制に対しては，専攻分野の影響が明

瞭に現れた。基準カテゴリの人文社会系と比べて，「課

題，小テスト」は理工系において利用頻度が高く，「出

席確認」は保健系で高くなっている（さらに保健系は

「課題・小テスト」の頻度が（－）となる）。これらの

結果はオンライン化の影響が出現したというよりも，

元々これらの専攻分野において学習の統制手段が多く

表２－３　授業の実施上の工夫の規定要因

①教員・学生間のやりとり ②学習の直接的統制 ②授業の双方向性と臨場感

従属変数 メール，LMS
を用いた授業
後の質問

チャット機能
などを用いた
授業中の質問

授業ごとの課
題，小テスト

LMS等を使っ
た出席の確認

顔を表示させ
て反応を確認

プレーク機能
などを用いた
授業中のグ
ループワーク

オンラインで
の直接の指導

（定数） 1.413 ** .979 ** 1.606 ** 1.266 ** .683 ** .628 ** 1.171 **
所在地 大都市圏 .055 * .171 ** .083 ** .028 .075 * .143 ** .123 **

その他（基準）

設置者 国立（基準）

公立 -.009 .150 * -.018 -.001 -.005 .116 + .162 **
私立 .080 * .055 .040 .152 ** -.023 .071 + .026

大学規模 1000人未満 .022 -.032 -.004 -.183 ** .097 * .021 -.022
1000～3000人未満（基準）
3000～8000人未満 -.012 -.029 .028 -.005 .048 .033 .081 *
8000人以上 -.029 -.075 + -.015 -.107 .001 -.003 .086 *

選抜性 低（～45） -.057 -.101 + -.038 -.030 .027 -.113 + -.037
中（46～55）（基準）
高（56～） .016 .023 -.068 ** -.160 ** .082 * .096 ** .112 **

専攻分野 人文社会系（基準）

理工系 .013 .001 .078 ** .064 -.327 ** -.406 ** -.245 **
保健系 -.041 -.105 ** -.064 * .166 ** -.084 * -.241 ** -.313 **
その他 .021 .104 -.146 * .152 + .026 -.156 .022

教員の年齢 20・30歳代 .050 .076 .042 -.172 ** -.030 .061 .032
40歳代（基準）
50歳代 -.068 * -.013 -.064 * -.037 -.040 -.081 * -.082 *
60歳代以上 -.178 ** -.146 ** -.044 -.030 -.004 -.186 ** -.176 **

担当授業 講義のみ .003 -.012 -.054 .020 -.051 -.050 -.222 **
講義＋演習等（基準）

演習・実習のみ -.025 -.001 -.087 + -.083 .029 .033 -.075
ウェブまた
はLMSを

以前からよく使っている .185 ** .220 ** .174 ** .202 ** .124 ** .256 ** .239 **
以前より増えた .085 ** .149 ** .118 ** .213 ** .120 ** .168 ** .146 **
はじめて使った（基準）

その他 -.309 ** -.345 ** -.386 ** -.445 ** -.234 * -.147 ** -.301 **
調整済み決定係数 .088 .085 .116 .096 .069 .117 .141
** p<.01, * p<.05, + p<.10
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利用されていたことを反映したとみた方がよいだろ

う。また，選抜性（入学難易度）の高い大学において

「課題，小テスト」，「出席確認」とも（－）に有意になっ

ているが，この結果も選抜性の高い大学では元々こう

した手段が用いられていないことによるのだろう。

　授業の双方向性と臨場感に関わる工夫においても，

理工系，保健系は人文社会系に比べて，その利用頻度

がいずれも有意に低い。実験・実習が重視されるこれ

らの分野ではオンライン化に馴染まない科目も多く，

こうしたツールを使うのではなく対面授業を実施する

教員が多いことによると考えられる。裏返せば人文社

会系の方が，教員・学生間の双方向性をより重視して

おり，様々な制約がありつつもそれを何とかオンライ

ン環境で提供する方法を模索しているとの見方もでき

る。

　授業の双方向性と臨場感を高める工夫においては，

選抜性が高い大学においてその利用頻度が高くなるこ

とも興味深い。選抜性の高い大学のほうが，学生のオ

ンラインツールを使いこなすスキルが高いこと，自宅

のPCやWi-Fi環境など出身家庭の文化的・経済的背
景に恵まれていること，さらには，学内の ICT環境が
整備されていることなどが，間接的に影響を及ぼして

いるのではないかと考えられる。

　最後に，全てのツールに共通してその利用頻度を強

く規定しているのは，コロナ禍以前から授業でウェブ

やLMSを利用していたか否かであることも指摘しな
ければなるまい。コロナ禍において「はじめて使った」

教員と比べて，以前から「よく使っていた」，「ある程

度使っていた」教員の方がコロナ禍後も明らかに全て

のツールの利用頻度が高くなっている。また「課題，

小テスト」，「出席確認」を除き，60歳以上の教員にお
いて，各ツールの利用頻度が低くなっている。年輩の

教員にとって新たなツールに急遽，対応することは困

難だったようである。

２．５　小括

　本節では，教員がコロナ禍における授業にどう対応

してきたのかを検証してきた。未曾有の事態に直面

し，大多数の教員による奮闘が認められる一方，オン

ライン授業の実施における課題も散見された。一つに

は ICT環境自体は以前より整備されていたものの，十
分に利活用されていなかったことである。コロナ禍前

からの ICTの経験値が結果的に授業の方法に影響を及
ぼしていた。学生たちからすれば，教員によってオン

ライン授業の「質」にバラツキがあるように映ったで

あろう。

　授業方法の工夫の規定要因が異なることからは，大

学の特性や専攻分野によって授業における力点が元々

異なっており，オンライン環境下にあってもそれらが

維持されたことが示唆される。ICTの活用において，
全ての大学に一律の共通解が存在するわけではないこ

とを意味している。自らの大学・学部に適した手段を

見極めることが重要となろう。（濱中義隆）

３．オンライン授業に対する評価

　本節ではオンライン授業について教員がどのように

評価しているのか，これまでの授業経験や属性によっ

てオンライン授業の捉え方に違いがあるのかを考察し

ていく。考察を通じて明らかにしたい点は次の二つで

ある。一つは，オンライン授業の捉え方の実態を把握

することである。教員の視点から見たオンライン授業

に対する良い評価と悪い評価の内容を抽出し，オンラ

イン授業の実践に基づいた評価の実態を把握する。も

う一つは，オンライン授業の捉え方に相違をもたらす

要因を探ることである。コロナ禍以前のオンライン授

業の経験やコロナ禍における授業の取り組み方からオ

ンライン授業に対する評価の違いを考察する。また，

教員が所属する大学の属性や教員属性を踏まえなが

ら，オンライン授業の評価に影響する要因を総合的に

分析し，オンライン授業の課題を克服する可能性を検

討していく。

３．１　オンライン授業のデメリットとメリットの評価

　調査票にはオンライン授業の課題とメリットに関す

るそれぞれの項目があり，それぞれ３件法（課題につ

いては「問題はない」「ある程度課題」「大きな課題」，

メリットについては「そう思わない」「ある程度そう思

う」「そう思う」）で尋ねた。まずは，オンライン授業

上の課題と思われる項目について，「大きな課題」と

回答した項目を高い順から並べると，「変化への対応

で教員による差が大きくなる」（59.5%），「教員の時間
的負担が大きくなる」（57.5%）と「個々の学生の反応
の把握・識別」（57.5%）となる（図３－１）。さらに「あ
る程度課題」の回答を含めると，上記項目をオンライ

ン授業の課題として捉える教員の割合はいずれも９割

程度に達している。続いて教員全体の約４割程度が

「授業の準備などに伴う時間の確保」「授業の構成，方

法，学生のひきつけ方」を大きな課題として捉えてお

り，教員の約３割程度が「学生を授業に参加させるた
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めの授業運営」「双方向通信などの機能を十分に利用で

きない」「遠隔ソフトの利用に十分な情報・訓練・サ

ポートが提供されていない」ことを大きな課題として

捉えている。このように授業形態の変更に伴い，授業

前の準備から授業中の運営，授業後の成績評価の段階

まで変化をもたらしており，とりわけオンライン授業

による授業前と授業中の変化を課題として捉える教員

が比較的多いことが分かる。

 これらの課題項目を用いて因子分析を行ったとこ
ろ，表３－１の通り，三つの因子を抽出した。因子１

には学生のひきつけ方や学生の反応の把握，課題の出

し方など，学生をどのように授業に参加させるかとい

うことに関する項目が含まれているので，これらの因

子を「学生の授業参加の低さ」と名付けた。因子２に

は遠隔ソフトの利用やソフトウェアの操作，通信環境

の整備に関する項目があるので，これらの因子を「環

境面・技術面の不足」と名付けた。また因子３には教

員の時間確保に関する項目が含まれることから，これ

らの因子を「教員の時間的負担の増加」と名付けた。

　次にオンライン授業のメリットに関する項目の回答

を見ていく。図３－２に示した通り，教員の53.5％は
「教室に行かなくても授業ができる」ことを高く評価

しており，場所を問わずに授業できるようになったこ

とをオンライン授業のメリットとして捉えていること

が分かる。そのほかの項目について，肯定的な回答

（「そう思う」と「ある程度そう思う」の合計）を高い

順に並べると，「授業の内容・方法の透明性が増した」

（68%），「学生が教材を事前に見ることを前提にして
授業ができる」（72%），「一回一回の授業について内容，
到達目標を意識する」（71%），「学生からの質問，コメ
ントが多くなった」（60%），「学生に課題を出すことに

抵抗がなくなった」（53%）の順となる。教員は授業の
到達目標に対する意識の向上や授業内容・工夫の増加

を比較的高く評価している。

これらの項目について因子分析を行ったところ（表

３－２），二つの因子が抽出された。因子 aには授業
の到達目標や，内容，方法，課題に関する項目が含ま

れているので，この因子を「教員側の授業工夫の向上」

と名付けた。因子bには学生の事前準備や質問，コメ
ントに関する項目があるので，「学生側の授業参加の

向上」と名付けた。

表３－１　遠隔授業デメリットの因子分析
遠隔授業の問題点

因子１ 因子２ 因子３
学生の授業
参加の低さ

環境面・技
術面の不足

教員の時間的
負担の増加

・ 授業の構成，方法，学生
のひきつけ方

0.734 0.141 0.189

・ 個々の学生の反応の把握・
識別

0.660 0.083 0.037

・ 学生を授業に参加させる
ための授業運営

0.654 0.127 0.048

・課題の出し方，分量 0.562 0.147 0.180
・ 遠隔ソフトの利用に十分
な情報・訓練・サポート
が提供されていない

0.092 0.924 0.128

・ 情報基盤・コストのため
に双方向通信などの機能
を十分に利用できない

0.144 0.572 0.116

・ソフトウェアの操作 0.241 0.355 0.225
・ 授業の準備などに伴う時
間の確保

0.185 0.094 0.978

・ 教員の時間的負担が大き
くなる

0.089 0.223 0.527

寄与率 20.5% 15.9% 15.4%
注 ）因子抽出法: 最尤法。回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマック
ス法。

表３－２　遠隔授業メリットの因子分析
遠隔授業のメリット

因子a 因子b
教員側の授業
工夫の向上

学生側の授業
参加の向上

・授業の内容・方法の透明性が増した 0.709 0.239
・ 学生に課題を出すことに抵抗がなく
なった

0.570 0.224

・ 一回一回の授業について，内容，到
達目標を意識する

0.550 0.435

・ 学生が教材を事前に見ることを前提
にして，授業ができる

0.217 0.713

・ 学生からの質問，コメントが多く
なった

0.210 0.378

寄与率 24.4% 19.0%
注 ）因子抽出法: 最尤法。回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマック
ス法。

図３－１　オンライン授業のデメリット
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３．２ 　ウェブ利用経験からみるオンライン授業への
評価

　コロナ前のウェブ利用経験とコロナ禍のウェブ利用

経験を組み合わせて，教員を４タイプに分ける。図３

－３のように，コロナ前の授業でよくウェブを利用

し，コロナ禍の授業でもウェブをよく利用しているタ

イプ（18％），コロナ前の授業でウェブ利用の経験が
あり，コロナ禍の授業ではこれまでより増加または同

程度でウェブを利用しているタイプ（20%），コロナ
前の授業ではウェブを利用したことがなく，コロナを

きっかけに初めてウェブを利用したタイプ（49%），
コロナ前の授業及びコロナ禍の授業においてウェブを

利用しなかったタイプ（13%），の４種類である。各
教員タイプの割合をみると，コロナをきっかけに初め

てウェブを利用した教員が最も多く，以前の授業から

ウェブをよく利用していた教員は全体の２割にも達し

ていないことが分かる。

また，コロナ禍以前のオンライン授業の経験によっ

て，オンライン授業の捉え方に異なる傾向が確認でき

る。図３－３には４タイプの教員別にオンライン授業

のデメリットとメリットへの評価の平均値をグラフで

示している。ここで用いているオンライン授業のデメ

リットとメリットへの評価の変数は，それぞれ抽出し

た因子に該当する項目の回答に点数を与え，それを合

計したものを因子得点としている。以降の分析でもこ

の因子変数を利用する。

まず「学生の授業参加の低さ」というオンライン授

業におけるデメリットの評価を見ると，授業でウェブ

を「利用しない」，「初めて」，「以前より同程度または

増加」，「以前からよく」の順に低くなっている（図３

－４）。これと同様に，「環境面・技術面の不足」とい

うデメリットの評価においても，授業でウェブを「利

用しない」から「以前からよく」へと下がっていく傾

向が確認できた。コロナ前の授業ですでにウェブ利用

を経験した教員より，コロナ禍になってもウェブ利用

の経験を持たない教員，またはコロナをきっかけに初

めてウェブを利用した教員のほうが，学生の授業参加

や通信環境の整備への不満が高いことが分かる。一

方，「教員側の授業工夫の向上」と「学生側の授業参

加の向上」をオンライン授業のメリットとして捉えて

いる教員は，ウェブ利用経験において「以前からよ

く」，「以前より同程度または増加」，「初めて」，「使わ

ない」の順に評価が低くなっている。コロナ前の授業

からウェブを利用していた経験者はオンライン授業を

ポジティブに評価する傾向がみられる。

３．３　オンライン授業の取り組み別からみる評価

　従来の対面授業では，教員と学生が同時に同じ空間

を共有することで，教員は学生の反応を直ちに確認す

ることができ，学生はその場で教員への質問や学生同

士での議論ができた。オンライン授業では教員と学生

が物理的に同じ空間を共有できないものの，オンライ

ンツールの活用により，対面授業に近い授業体験を実

現することが期待できるほか，オンライン授業に対す

る教員の手応えの感じ方も異なっていると考えられ

る。この節では，オンライン授業における工夫と取り

組みの実態を把握し，オンライン授業への評価の違い

を見ていく。

まずは，オンライン授業における双方向機能の利用

状況について，「グループワーク（以下，「GW」と略
称）」と「学生の顔を表示させて反応確認」している

かという点を掛け合わせて，教員を３タイプに分け

る。図３－５のように「GWと顔表示の併用」が全体
の32%を占めており，「GWまたは顔表示の一方のみ

図３－２　遠隔授業のメリット

図３－３　コロナ前後の授業においてウェブ利用の経験
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使用」が全体の３割，「GWと顔表示の両方利用なし」
が全体の４割近くを占める。また，質問への個別対応

機能の利用状況について，「授業中にチャット機能」

と「授業後にメール /LMSの利用」を掛け合わせて，
教員を３タイプに分けたところ，「両方をよく使う」

教員は全体の22％に止まり，「片方をよく使う」と「両
方を時々使う，または利用なし」の教員が共に全体の

４割近くを占める。このように双方向機能や質問への

対応機能の利用にバラつきがあり，オンラインツール

をフルに利用している教員は一部に限られていること

が分かる。

次に，双方向機能と質問への対応機能の利用タイプ

別にオンライン授業に対する評価の平均点を計算し，

その結果をグラフにして図３－６に示した。顔表示を

通じて学生の反応を確認したり，学生同士のグループ

ワークのような授業中に双方向機能を使う教員，また

はメールやLMSのような個別学生の質問に答えるた
めのオンラインツールを活用する教員では，学生のひ

きつけ方や環境面・技術面の不足をさほど問題視して

おらず，オンライン授業のメリットへの評価が高い。

一方，双方向機能または個別対応機能をあまり利用し

ていない教員の場合，オンライン授業のデメリットを

高く捉える傾向があり，メリットへの評価が低い傾向

がみられる。

図３－５ 　オンラインツール利用別にみるオンライ
ン授業の評価

　

　

図３－４　ウェブ利用経験別にみるオンライン授業の評価
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３．４　オンライン授業への評価の規定要因分析

これまではオンライン授業のデメリットとメリット

に対する回答を概観し，授業でのウェブ利用の経験，

また同時双方向機能と個別対応機能の利用別にオンラ

イン授業への評価を考察した。この節では，大学の属

性と教員の属性をコントロールしたうえで，これまで

のウェブ利用の経験やオンラインツールの活用とオン

ライン授業の評価との関係を検討し，オンライン授業

の捉え方に影響する要因を検証する。

用いる変数について，従属変数ではオンライン授業

のデメリット評価として抽出した三つの因子，またメ

リットの評価として抽出した二つの因子の得点を入れ

る。ここで使用する因子の得点はこれまでと同様にそ

れぞれの因子に該当する項目の回答に点数（そう思わ

ないに１点～そう思うに３点）を与え，それを合計し

たものを得点として用いる。独立変数には大学の設置

形態，偏差値，規模，所在地，教員の専門分野，年齢，

授業でのウェブ利用経験，同時双方向機能の利用，個

別対応機能の利用を導入する。

重回帰分析の結果を表３－３に示した。まずはデメ

リット評価のうち，「学生の授業参加の低さ」に対し

ては，私立（+），大学規模が大きい（+），感染拡大

地域の大学（+），医歯薬健康関連分野（+）の影響が
統計的に有意である。大学属性と教員の属性をコント

ロールしても，初めてウェブを利用した教員と比べて

以前からよくウェブを利用していた経験者（－），同

時双方向機能や個別対応機能を利用しない教員と比べ

てオンラインツールをフルに活用した教員（－）のほ

うが，学生の授業参加をオンライン授業のデメリット

として捉えていないことが確認できる。また，「環境

面・技術面の不足」に対しては，人文社会教育分野と

比べて理工農の分野（－），大規模大学（－），有意水

準10％で60歳代の教員（+）が統計的に有意である。
以前からよくウェブを利用している経験者，オンライ

ンツールを活用している教員ほど，環境面や技術面の

不足を低く評価することが改めて確認できる。また，

「教員負担の増加」に対しては，私立（+），理工農分
野（－）と医歯薬健康関連分野（－）の影響が統計的

に有意であるほか，属性をコントロールしても同時双

方向機能を利用する場合（－）に教員の負担増加への

評価が低くなるという結果を得た。

　次にメリット評価について，私立（+），60歳代の
教員（+）が教員側の授業工夫の向上を高く評価し，
人文社会教育の分野と比べて医歯薬健康分野（－）と

　

　

図３－６　オンラインツール利用別にみるオンライン授業の評価
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その他の分野（－）の教員の評価が低いという結果が

得られた。属性をコントロールした上でウェブ経験と

オンラインツールの利用の影響を確認したところ，コ

ロナをきっかけに初めてウェブを利用した教員と比べ

てウェブを利用しなかった教員ほど，教員側の工夫と

学生側の授業参加の向上への評価が低いことが確認で

きる。初めてウェブを経験した教員と比べて以前から

ウェブを利用していた教員は学生側の授業参加の向上

への評価が高まるという結果を得た。また，同時双方

向機能と個別対応機能を利用した教員は，教員側の授

業工夫の向上と学生側の授業参加の向上への評価が高

まるという結果が得られた。

　このようにオンライン授業評価の規定要因分析で

は，専門分野と大学設置形態による影響，またオンラ

イン授業の経験や取り組みによる影響が大きいことが

確認できる。私立大学の教員は，学生のひきつけ方や

教員負担の増加をデメリットとして捉える傾向がある

ものの，メリットへの評価は国立大学の教員より高

い。また，小規模大学の場合，教員は環境面・技術面

の不足，大規模大学の場合，学生の授業参加の低さを

デメリットとして捉えている。年齢が高い教員は，環

境や技術面での不足を課題として挙げているが，授業

工夫のメリットを高く評価しており，授業形態の変更

による影響が最も大きい層であると考えられる。専門

分野について，医歯薬健康系では学生の授業参加，人

文社会系では教員負担の増加をオンライン授業のデメ

リットとして捉える一方，教員側の工夫を高く評価し

ており，理工農系では環境面・技術面の不足への評価

が低い。多人数の授業やゼミの多い人文社会分野，ま

た実習や学生参加を重視する医療健康分野は，オンラ

イン授業によって授業形態変更の影響が大きいことか

ら，オンライン授業のデメリットの評価につながって

いると考えられる。また，他の要因をコントロールし

た場合，ウェブ利用の経験者やオンラインツールを活

用する教員は，オンライン授業をポジティブに評価し

ているという結果から，オンライン授業の経験や取り

表３－３　遠隔授業評価の規定要因分析

遠隔授業のデメリット 遠隔授業のメリット

学生の授業参
加の低さ

環境面・技術
面の不足

教員負担の増
加

教員側の授業
工夫の向上

学生側の授業
参加の向上

設置形態（基準：国立）公立 0.046 + -0.002 -0.004 0.045 + 0.043 +
私立 0.099 *** 0.006 0.100 *** 0.100 *** 0.036

専門分野（基準：人文・
社会・教育）

理・工・農 0.023 -0.164 *** -0.063 ** -0.007 -0.033
医・歯・薬・健康関連 0.080 ** -0.043 + -0.158 *** -0.046 * -0.032
その他 -0.012 -0.031 0.014 -0.061 ** -0.030

大学偏差値（基準：中）低 -0.033 0.001 -0.044 + 0.014 -0.017
高 0.011 -0.038 -0.021 0.014 0.019

大学規模（基準：1000
人以上3000人未満）

1000人未満 0.029 0.040 + 0.013 0.025 -0.008
3000人以上8000人未満 0.013 -0.029 0.017 0.004 -0.031
8000人以上 0.055 * -0.056 * 0.026 0.004 -0.003

大学所在地（基準：そ
の他）

感染拡大地域 0.052 * 0.015 0.015 -0.013 -0.003

教員年齢（基準：40歳
代）

20・30歳代 0.037 -0.015 -0.025 0.011 0.000
50歳代 0.035 0.023 0.008 0.005 0.010
60歳代 0.002 0.046 + 0.005 0.099 *** -0.010

Web経験（基準：初め
て）

以前からよくWeb利用 -0.075 ** -0.088 *** -0.025 0.013 0.065 **

以前より同程度または増加 -0.009 -0.008 0.007 -0.016 0.046 *

以前からも使わない 0.041 + 0.041 + -0.007 -0.052 * -0.048 *

同時双方向機能の利用
（基準：GWと顔表示の
両方を使わない）

GWと顔表示の併用 -0.066 ** -0.088 *** -0.064 * 0.087 *** 0.051 *

GWと顔表示の片方利用 -0.027 -0.058 * -0.018 0.025 0.046 *

個別対応機能の利用
（基準：質問対応として
[チャット]や[メール，
LMS機能]を使わない）

両方をよく使う -0.067 ** -0.058 * 0.012 0.140 *** 0.236 ***

片方をよく使う 0.003 -0.018 0.019 0.111 *** 0.173 ***

調整済み R2 乗 0.028 0.056 0.027 0.052 0.079
F 値 4.225 *** 7.568 *** 4.059 *** 6.998 *** 10.443 ***

+ P<.10  * P<.05  ** P<.01  *** P<.00　／注：係数は標準化係数．
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組みの工夫次第で，教員側の授業評価の変化や効果的

なオンライン授業の実施が可能であることが読み取れ

る。

３．５　小括

　本節では，教員によるオンライン授業への評価を考

察してきた。オンライン授業の実施に伴い，学生の授

業参加の低さ，教員負担の増加や通信環境面・技術面

の不備がオンライン授業の課題として捉えられている

ことを明らかにした。さらにその捉え方には授業内容

の工夫，教員の所属大学の属性や専門分野による違い

が確認できた。

オンライン授業へのデメリットの評価は，教員と学

生との間で教室という閉ざされた空間の共有ができな

くなったことが起因となっており，それをいかに改善

していくかが，授業形態の変更による影響を最小限に

抑えるポイントとなる。デメリット評価のうち，環境

面での不備のようなオンライン授業のインフラに関わ

る課題については，大学全体の通信環境の整備や技術

面のサポートの充実によって改善することが期待でき

る。一方，学生の授業参加や授業内容に関する課題に

ついては，教員側に授業に対する工夫が求められる。

実際の分析結果からは，オンラインツールの活用や工

夫を行うことで，学生の授業参加の向上やオンライン

授業を充実させることができることに教員が手応えを

得ており，オンライン授業への評価が必ずしも低いわ

けではないことが確認できる。調査の自由記述におい

ても，多くの教員から「オンライン授業のノウハウを

活用していくことは不可欠である」「コロナが終息し

てからもオンライン授業の良さは積極的に活用してい

く必要がある」のような意見が寄せられており，オン

ライン授業を含む授業形態の多様性や効果的な授業に

つながる教授法の開発に教員の関心が高まっているよ

うに見受けられる。これまでのウェブ利用の授業経験

は，コロナ禍でのオンライン授業に大いに役立つた

め，多様な教育ツールの活用，及び柔軟な教育手法に

基づくノウハウの蓄積と実践が一層重要であることが

示唆された。（王帥）

４．コロナ禍の経験のインパクト

　本節では，コロナ禍での経験がどのようなインパク

トを教員に与えたのか，またその中でも特にどのよう

な教員が大きなインパクトを受けたのかについて検討

していく。コロナ禍での経験のインパクトについて

は，コロナ禍直前の2019年11月に東京大学大学経営・
政策研究センターが実施した「第２回全国大学教員調

査」10）との比較も一部取り入れて論じる。

４．１　どのようなインパクトを受けたのか

　コロナ禍によって一気にオンライン授業が大学に導

入されたが，このことが教員に与えたインパクトは一

言でいえば，かなり大きかったといえる。コロナ禍直

前の2019年11月に実施した「全国大学教員調査」と
2020年12月から実施した「コロナ禍後の大学教育」調
査では共通の設問をいくつか聞いており，比較が可能

となっている。図４－１には，教員が想定する学生の

授業外学習時間について２時点の結果を示した。「必

要ない」は2019年に33％だったが，2020年には19％
へと減少した。「１時間」は42％から52％へ，「２時間」
は19％から24％へと増加した。また，図４－２には，
大学教育の改善の方向性について，将来のあり方とし

て「非常に重要」「ある程度重要」「重要でない」の３件

法で尋ねたうちの，「非常に重要」「ある程度重要」を

示したものである。「教員・学生間の接触を強化」の

必要性はコロナ禍でそうした活動に大きな制約が加

わったことで，その重要性を改めて感じたのではない

かと考えられ，「非常に重要」は46％から62％へと増
えた。またコミュニケーション能力など授業で「獲得

すべき基礎能力の明確化」について「非常に重要」は

29％から47％へ，「修得知識の標準化・カリキュラム
の体系化」は28％から44％へと増えている。たった１
年の間でこれほど教員の教育観が大きく変わった結果

であったが，従来から重要だと言われてきた改革の方

向性への支持がコロナ禍を契機に一気に加速したこと

がわかる11）。

　また，コロナ禍での授業経験をどう活かすか，につ

図４－１　想定学習時間の変化14）
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いて４件法で尋ねた設問では（図４－３），学生から

の質問，コメントの授業ソフト，LMS等を通じた受
けつけ，授業について教員間での経験を交流し，協力

すること，毎回の授業予定の明確な計画化と学生への

明示，毎回の授業で学生に一定の課題を与えることな

ど，いずれの項目も９割ほどの教員が「活用すべき」

「ある程度活用すべき」と前向きにとらえていること

がわかる。「社会人向けの授業，国外で受講する外国

人・日本人向けの授業」に活用すべきと考える教員も

８割強いる。教育コンテンツの共同制作・相互利用に

ついても４件法で尋ねたが（図４－４），６割弱の教

員が教育コンテンツの共同制作・相互利用に前向きで

あることがわかる。ただし，図４－３と比べると「と

ても望ましい」との回答はいずれも２割弱で，積極的

な支持者は一部の教員，と言えるのかもしれない。コ

ロナの影響をどう見るかについて様々な設問をしてい

るが，ここでは３つの項目についての結果を図４－５

に示した。「遠隔技術にこだわると授業の場での自発

性・創造性が失われる」と懸念する意見も４割程度

あったが，「コロナ禍の緊張が緩めば，授業で課題を

課すことは難しくなる」との回答は１割弱で，上述で

見てきた，コロナ禍を機に学生に授業外に課題を課す

ことについては継続する意思を示した教員が大半で

あった。他方で，日本の大学教育では，授業コマ数が

多すぎることが課題であると以前から指摘されてきた

が（たとえば吉見 2020など），「コロナ禍の経験を活
かすために，授業の数を減らすことが不可欠」という

意見に指示した教員は３割弱程度であった。

　以上をまとめると，かなりの教員にとって，コロナ

禍でのオンライン授業の経験は，獲得すべき能力の明

確化や授業の構造化・計画化，またそれにより，学生

に対する想定学習時間が伸びるなどの個々の授業に関

する改善のきっかけになった。オンライン授業という

ツール，あるいはLMSなどの授業管理ツールを多く
の教員がはじめて本格的に活用したことにより，授業

で何を目的とするのか，そのために授業の前と後にど

のような課題を課すのかを構造的に意識して，より綿

密に計画をするようになったといえる。しかし，他方

で，教育コンテンツの共同制作・相互利用や授業のコ

マ数削減などに賛同する教員はまだ一部であったとも

いえる。小方（2011）のモデルを参考にすれば，自営
モデルの強い日本の大学教員は，そのモデルの中で，

個々の授業改善に大きなインパクトはあったのではな

いか。教員が考える想定学習時間が伸びて課題を課し

たことにより，学生の「課題多すぎ問題」12）が発生し

図４－２　大学教育の改善の方向性

図４－３　コロナ禍の授業経験をどう活かすか

図４－５　コロナの影響をどう見るか

図４－４　教育コンテンツの共同制作・相互利用
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たりしたことにより，教員間の調整・協力の必要性を

感じている教員は多い。しかし１年ほどの経験だけで

は，自分の授業対応がまず優先してやるべきで（それ

自体も大変に労力がかかることでもあり），組織とし

ての教育やカリキュラムを考える段階にまでは至って

いないのではないか，と推察した。また，文部科学省

などが，秋以降，オンライン授業のみを行う大学の名

前を公表するなどしたことによって，対面授業に戻す

ように強く促したことなどによって，各大学の中でも

どのように対面に戻すかを集中的に議論して，どのよ

うにオンラインを今後の教育に活かすかについて学内

でまだ十分に議論できていない可能性も考えられ

る13）。

４．２　誰がインパクトを受けたのか

　多くの教員がコロナ禍での経験によってインパクト

を受けているものの，その大きさの違いは個人属性，

機関属性等によって異なっていることが考えられる。

なぜなら，第３節でみたように，オンライン授業に対

する評価も全体的には高いものの，オンライン授業の

特性，あるいは個人属性等によって大きく異なってい

たからである。ここで知りたいのはオンライン授業を

経験したことによるインパクトであるので，コロナ禍

以前のオンライン授業の経験の有無を統制する必要が

ある。第２節の結果からもコロナ禍以前の経験の違い

は，どのようなオンライン授業を行ったかに大きな影

響を与えていた。そこで，図４－６の枠組みに従って，

特に誰が大きなインパクトを受けたのかを明らかにし

ていく。被説明変数として，「習得すべき知識を標準

化し，カリキュラムを体系化」「コミュニケーション能

力など，授業で獲得すべき能力を明確化」「授業につい

て教員間で経験を交流し協力する」「コンテンツの共同

制作・相互利用15）」の４つを設定し，オンライン授業

の経験の有無別に，機関属性（規模・選抜性），個人

属性（年齢・専門分野），オンライン授業の特性16），

オンライン授業の課題認識17）を説明変数に，８つの

重回帰分析を行った結果を表４－１に示した。なお，

感染拡大地域かどうかといった大学の立地の変数も投

入したが，いずれも有意な結果は得られなかったの

で，最終的なモデルには入れなかった。

　まず，以前のオンライン授業の経験の有無によら

ず，８つすべての回帰式で有意な結果であった変数は

２つあり，医歯薬健康ダミーと双方向・臨場感志向の

オンライン授業を行ったかどうかであった。医歯薬系

の分野は，分野にもよるが国家資格を取得する学部も

多く，修得すべき知識の標準化・カリキュラムの体系

化がもともと重視されていることが影響していると考

えられる。そのため，以前のオンライン授業の経験の

違いによらず，授業で獲得すべき能力が明確化してい

ることも求められているし，授業についての教員間の

協力や教育コンテンツの共同制作・相互利用を支持す

る傾向がみられたのではないか，と考えられる。グ

ループワークや授業中・授業後の質問などの双方向・

臨場感志向のオンライン授業を多く行っている教員ほ

ど，コロナ禍以前の経験の違いによらず，①～④のい

ずれの方向性も指示していた理由は，そうしたアク

ティブラーニング型の授業スタイルを積極的に採用す

る教員は，授業で獲得すべき能力を強く意識してそう

した方法を選ぶ傾向にあると考えられる。また，そう

した授業を有効に行うためには，カリキュラムの体系

化や教員間の協力，知っておくべき共通知識について

学ぶコンテンツの共同制作や相互利用にも前向きにな

るのではないか。

　以上を確認したうえで，①～④それぞれについて，

それ以外の要因を確認しておく。なお，いずれにモデ

ルにおいても，オンライン授業経験がある教員のモデ

ルよりも，コロナ禍ではじめて経験した教員のモデル

の説明力が高い。コロナ禍以前からオンライン授業を

行っていた教員は，特に強要されない状況の中で自ら

新たな授業方法やそのデザイン（たとえば反転授業な

ど）に挑戦していた熱心な教員群とみることもでき，

機関属性や個人属性では必ずしも説明がつかなかった

と考えられる。

まず，①知識の標準化・カリキュラムの体系化につ

いて，以前のオンライン授業の経験によらず影響が大

きかったのは技術面の課題の認識である。オンライン

授業を行うための技術がないと，こうした方向性は支

持しにくいことが考えられる。コロナ禍後にはじめて

図４－６　分析枠組み
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オンライン授業を行った教員についていえば，小規模

校ほど，年齢は50歳代で，分野は理工農で支持する傾
向があり，逆に，高選抜性大学の教員ほど支持してい

なかった。また，学習統制志向の強い授業をした教員

ほど支持していたが，修得すべき知識をより強く意識

するので，授業毎の小テストや課題を出しているとも

考えられる。②コミュニケーション能力など，授業で

獲得すべき能力の明確化については，コロナ禍以前の

オンライン授業の経験の有無によらず，低選抜性の大

学で支持されている。コロナ禍後にはじめてオンライ

ン授業を行った教員についていえば，私立の教員ほ

ど，50歳・60歳代以上の教員ほど支持していること，
他方で，大規模大学の教員ほど支持をしていない傾向

がみられた。③教員間での経験交流・協力については，

コロナ禍以前のオンライン授業の経験の有無によら

ず，学習統制志向の授業をしている教員ほど，教員負

荷の課題を認識しつつも，支持している傾向が確認で

きた。コロナ禍後にはじめてオンライン授業を行った

教員についていえば，20-30歳代・50歳代の教員ほど
支持しており，大規模大学の教員ほど支持していない

傾向が確認できた。④コンテンツの共同制作・相互利

用について，コロナ禍後にはじめてオンライン授業を

行った教員についていえば，小規模代の教員ほど，理

工農の教員ほど支持しており，公立大学の教員ほど支

持していない傾向が見られた。

はじめてオンライン授業を行った教員のインパクト

の受け方は機関属性や個人属性によって異なっている

ことがわかり，その結果をまとめると表4－2のように
整理できる。大学の規模はすべての変数に対して影響

を及ぼしていた。小規模校ほど，①習得すべき知識の

標準化・カリキュラムの体系化や④共同コンテンツを

支持していたが，小規模校での限られた教員資源（教

員数）で効果的な教育を行うために，そうした方向性

を支持しているのだと考えられる。逆に学生数8000名
以上の大規模校では，①コミュニケーション能力など

の獲得能力の明確化や③教員の調整・協力を支持して

いない。後者については教員数が多いことによる調

整・協力の困難さもその一因かもしれない。大規模校

は教員も多く，多様な内容・方法の授業を多く提供す

ること自体も容易であり，そのことが各授業での獲得

能力の明確化を必ずしも強く意識しない状況を許容し

ているのかもしれないが，それ以上の理由は不明であ

る。それ以外の機関属性について，高選抜性の大学教

員が①の習得すべき知識の標準化とカリキュラムの体

系化をあまり支持していなかったが，一定の学習習慣

や基礎知識がある学生を対象としているからであろう

か。また私立の教員ほど，授業で獲得すべき能力を明

確にする方向性を支持していた。個人属性についてい

えば，年齢の影響が大きかった。③教員間の調整・協

力は50歳代の教員と若手の教員ほど支持していた。ま
た，①習得すべき知識の標準化とカリキュラム体系化

は50歳代の教員が，②獲得すべき能力の明確化は50
歳・60歳以上の教員が支持した。全体として，ベテラ
ンともいえる50歳代の教員に大きなインパクトを与

表４－１　規定要因分析の結果
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え，授業や大学教育のあり方についての考え方に変化

を及ぼしたことはきわめて興味深い結果であった。そ

の理由は明確にはわからないが，両角（2021）では獲
得すべき能力の明確化を支持するようになった教員は

オンライン授業で何らかの困難に直面した共通性があ

り，これまでの経験だけでは期待する授業が成り立た

ない中で，授業の目的や優先順位を考えなおすきっか

けになったのではないかと述べている。分野について

いえば，理系の教員ほど，①習得すべき知識の標準化

とカリキュラム体系化と④共同コンテンツを支持して

いた。理系の中でも分野の違いもあるであろうが，積

み上げ型の教育という特徴からくるのではないか。数

学，その分野の基礎科目などの共通に知っておくべき

知識の体系があり，それを理解できないことには次の

段階に進むことができず，カリキュラム自体ももとも

と文系分野などに比べて体系化がされている。そうし

た特性をより意識し，共通化できるものは共通化した

らよいのではないか，と考えた理系教員が多かったの

ではないかと考えられる。

４．３　小括

　本節では，コロナ禍でオンライン授業が一気に導入

されたことが教員に与えたインパクトについて検討し

てきた。そのインパクトはきわめて大きかったこと，

またこの経験を今後の大学教育の改善に活かしたいと

考える教員が多いことを明らかにした。とくに個々の

授業の改善，とりわけ体系化や構造化を強く意識され

るうえで大きなインパクトがあったことが分かった。

また特に誰がインパクトを強く受けたのかについても

分析を行った。コロナ禍を機にはじめてオンライン授

業を行った教員についてのインパクトの受け方は機関

属性や個人属性などによって大きく異なっていた。特

に大学の規模，教員の年齢，専門分野の影響などが大

きいことが分かった。 （両角亜希子）

５．結論

　以上，本論文では３つの研究課題について取り組ん

できた。第２節の分析によれば，多くの教員がコロナ

禍において，慣れない中でオンライン授業を一生懸命

に行ったこと，その詳細を見ると，大学の方針，以前

の経験等による違いによる経験の差も大きかったこと

が明らかになった。第3節からは，オンライン授業の
経験や取り組みの工夫によってその評価も異なってい

たが，大学教員から見たオンライン授業の評価は必ず

しも低いわけではなかったこともわかった。第４節か

らは，オンライン授業の経験は，授業の構造化・体系

化の重要性を再認識させる一定の契機となった。しか

し，あくまで自営モデルの中で，個々の授業の改善が

行われており，組織的な教育をどうするかといった議

論が十分に行われているわけではなかった。またオン

ライン授業の導入によるインパクトの受け方は機関属

性や個人属性によって異なっていたこともわかった。

コロナ禍が長引き，様々な制約がある状況はその後も

続いているが，オンライン授業を多くの教員，大学が

経験したことから，何を学び，従来の大学教育を大き

く変えるかどうかは各大学，教員の選択と行動にゆだ

ねられているのではないだろうか。今後はすべてが対

面，すべてがオンラインということは考えにくく，オ

ンラインでの教育をどこでどのように活用するのかが

よいのかを考え，取り入れていくことが重要であると

考えられる。

　本論文は，2020年に行った調査結果をもとに分析
した最初の論文であり，残された課題も少なくない。

第一は，コロナ禍での経験が，教員にどこまでのイン

パクトを与えたのかについて，どこまで行動や意識の

変化として捉えうるものなのか，組織としての雰囲気

が反映されたものなのかはさらなる検討を要するだろ

う。また，第二に，本調査結果のさらなる検討も不可

欠である。本稿での分析によれば，分野別の違いが大

きいことが改めて示唆されたが，それぞれの分野特有

の事情も考慮に入れた詳細な検討が必要である。また

表４-２　はじめてオンライン授業を行った教員の影響の受け方の違い

①体系化 ②獲得能力の明確化 ③教員の調整・協力 ④共同コンテンツ

規模 小規模〇 大規模× 大規模× 小規模〇

その他機関属性 高選抜性× 私立〇

年齢 50歳代〇 50－60歳代〇 若手・50歳代〇

分野 理系〇 理系〇
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本調査では，全回答者2996名のうち，872名が自由記
述に多くの実践や感じていることを記入してくれた。

これらの丁寧な分析も必要である。また，第三に，本

調査は教員側から検討を行ったが，教員側の意見と学

生側の受け止めの関係性についても今後，検討を行う

必要がある。

 （両角亜希子）
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注

１） 言うまでもないが，自営モデルと組織モデルの優劣について述
べているわけではなく，そうした考え方を用いることで日本の大

学教育の特徴を明確に説明できるようになる，という考え方でモ

デルが提示されている。なお，筆者らも組織モデルが自営モデル

よりも優れているなどの単純な考えは持っていない。

２） 広島大学高等教育研究開発センターの教授学習支援リエゾンセ
ンター（TLC-LC）において，新型コロナウイルスをめぐる大学
教育・オンライン，ＴＡ授業等に関する調査研究，取り組みの動

向（情報リンク集）がまとめられているものの，公表されている

各大学で実施されているオンライン授業に関する調査の網羅性は

高くない。

３） http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/ 
４） 文科省が2020年12月に公表した「大学等における後期等の授業
の実施状況に関する調査」（https://www.mext.go.jp/content/20210212-
mxt_kouhou02-000006590_1.pdf）では対面授業の割合が５割以上の
大学は約50％とのことであり，図１の結果と大きく矛盾するもの

ではない。

５） 文部科学省「新型コロナウイルス感染症の影響による学生等の
学生生活に関する調査」（2011年３月実施）。詳細はhttps://www.
mext.go.jp/content/20210525-mxt_kouhou01-000004520_1.pdf

６） 教員の年齢のかわりに「職階」（教授，准教授等）を説明変数
にした分析も行なってみたが，やはり有意にはならない。なお，

年齢と職階の間の相関が強いため同時に説明変数に用いることは

避けた。

７） 大都市圏，大規模大学において「オンラインのみ」，「オンライ
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ン主体」となるのは，感染拡大地域に所在すること，学生どうし

の接触機会が多くオンキャンパスの授業では感染抑止が困難であ

ることが，その第一義的要因であろう。

８） 再集計前の「ウェブによる授業の配信」は「よく使う」
61.4％，「時々使う」19.7％であったので，「時々使う」の割合が10
ポイント程度増えている。

９） 例えば，文部科学省が2019年11月に全国の大学３年生を対象に実
施した「全国学生調査」では，授業において「グループワークやディ

スカッションの機会があった」という設問に対して，「よくあった」，

「ある程度あった」と回答した学生はそれぞれ28％，43％であった。

https://www.mext.go.jp/content/20201218-mxt_koutou01-1421136_1.pdf
10） 東京大学大学経営・政策研究センターが実施した「第2回全国
大学生調査（2018年）」に協力いただいた77大学154学部の専任

教員に，協力を依頼し，2829名の方から回答を得た。調査の詳細

は，http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/cat77/cat88/2019.htmlを参照さ
れたい。全国大学生調査，全国大学教員調査の２時点比較につい

ては，金子（2020）や小方（2020）も併せて参照されたい。

11） コロナ禍前後で，誰がなぜ変わったのかについては，両角
（2021）で詳細に検討したのでここでは立ち入らない。ただ，両

角（2021）の結果の表は簡略なものしか掲載できなかったため，

数字の入った表を参考までに掲載しておく。

数字は標準化係数
想定学習時間 教員や学生間の接触

の強化
獲得すべき基礎能力

の明確化
修得知識の標準化・カ
リキュラムの体系化

2019 2020 2019 2020 2019 2020 2019 2020

設置形態
（基準：国
立）

公立 0.022 0.027 0.016 0.019 0.073 *** 0.012 0.023 0.005
私立 0.112 *** 0.096 *** 0.032 0.043 0.082 ** 0.068 ** 0.060 * 0.057 *

規模（基
準：1000
人未満）

1 0 0 0 -
3000

0.012 0.049 0.039 0.032 -0.033 -0.031 -0.058 -0.059 *

3 0 0 0 -
8000

0.077 * 0.063 * 0.069 * 0.039 -0.073 * -0.056 -0.038 -0.030

8000- 0.047 0.067 * 0.062 0.039 -0.097 ** -0.059 -0.068 -0.025
選 抜 性
（ 基 準：
中）

低
（～45）

-0.092 *** -0.013 0.014 0.030 0.034 0.061 ** 0.008 0.022

高
（55～）

-0.089 *** -0.007 -0.047 0.022 -0.049 -0.025 -0.043 -0.053 *

年齢（基
準 : 4 0 歳
代）

20・30
歳代

0.015 0.039 -0.015 -0.038 0.013 -0.035 0.040 -0.006

50歳代 0.049 * 0.010 0.013 0.078 *** -0.025 0.075 ** 0.026 0.035

60歳上 -0.003 -0.034 0.007 0.067 ** 0.013 0.068 ** -0.019 0.024
専門分野
（ 基 準:人
文社会）

理工農 0.007 0.066 ** 0.179 *** 0.096 *** -0.018 0.015 0.096 *** 0.054 *

医歯薬
健康

-0.104 *** -0.023 -0.044 0.005 0.040 0.140 *** 0.108 *** 0.220 ***

調整済み R2 乗 0.030 0.012 0.050 0.016 0.032 0.041 0.012 0.049
F 値 7.202 *** 3.500 *** 10.491 *** 4.596 *** 7.068 *** 10.209 *** 3.166 *** 12.101 ***

（注）***は0.1％，**は１％，*は５％水準で有意。

12） 文部科学省が2021年３月に実施した「新型コロナウイルス感染
症の影響による学生等の学生生活に関する（学生）調査」では，

オンライン授業の課題として，「友人等と一緒に授業が受けられ

ず寂しい」（53％）に次いで，「レポート等の課題が多かった」

（50％）が挙げられていた。

13） 筆者（両角）は2020年度に「コロナと大学」をテーマに3回の
オンラインセミナーを実施した（2020年８月４日学長セミナー，

同8月14日事務局長セミナー，同12月２日トップセミナー）。班別

討議での議論を聞いた感触に過ぎないものの，８月に実施したセ

ミナーの方が，コロナ禍の授業経験をどう活かすかといった議論

を活発にしており，コロナ禍が想定以上に長くなってきた12月に

は対面授業とオンライン授業をどう併用するか，入試をどうする

かなど，具体的な対応に関する議論が中心に行われている印象を

受けた。

14） 2020年調査は全国の国公私立大学にランダムに配布している
が，2019年調査は調査対象が多少偏っている。そのため，図４－

１，図４－２の2019年調査の結果については設置者別の分布に

よって補正した数値を用いた。

15） 問17「教育コンテンツの共同制作，相互利用についてどう思わ
れますか」について，「教員間でコンテンツを作り，相互利用する」

「専門分野に共通のコンテンツを作り，それを用いた遠隔授業と

対面授業をくみあわせる」＋「大学間連携によって，他大学の遠

隔授業を受け，単位を認める」の各項目について，４件法（とて

も望ましい，望ましい，どちらとも言えない，望ましくない）で

尋ねたが，この３つの項目について合成した。１つずつ別個に分

析した結果とほぼ同じ内容であったため，わかりやすさを考えて

合成変数を作成した。

16） 遠隔授業の特性として，双方向・臨場感志向，学習統制志向に
わけて，次の合成変数を作成した。問６で尋ねたオンラインを利

用した機能の利用度を「よく使う⑶」「時々使う⑵」「使わない⑴」

の３件法で尋ねたものを合計して算出した。

 「双方向・臨場感志向」＝「チャット機能などを用いた授業中の
質問」＋「ブレーク機能などを用いた授業中のグループワーク」

＋「学生の顔を表示させて反応を確認」＋「メール，LMS など
を通じた授業後の質問」

 「学習統制志向」＝「授業教材，資料の授業管理ソフト（LMS）
などへの掲示」＋「授業ごとの課題，小テスト」＋「授業ソフト，

LMS を使った出席の確認」
17） 遠隔授業の課題認識として，学生の参加に課題，教員負担で課
題，技術面で課題の３つにわけた。問７（遠隔授業の課題），問

12（遠隔授業の問題点）について３件法で尋ねた項目を合計して

算出した。

 「学生の参加」＝「授業の構成，方法，学生のひきつけ方」＋「個々
の学生の反応の把握・識別」＋「学生を授業に参加させるための

授業運営」＋「課題の出し方，分量」＋「授業に取り残される学

生が生じている」

 「教員負担で課題」＝「教員の時間的負担が大きくなる」＋「変
化への対応で，教員による差が大きくなる」＋「授業の準備など

に伴う時間の確保」

 「技術面で課題」＝「遠隔ソフトの利用に十分な情報・訓練・サ
ポートが提供されていない」＋「情報基盤・コストのために，双

方向通信などの機能を十分に利用できない」＋「ソフトウェアの

操作」

本研究は，科学研究費補助金（基盤研究（A）『大
学教育改革の動態とその規定要因』，2018-2020年度，
研究代表者　金子元久，課題番号18H03655）による
成果である。




